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第 １ 章 総 則

目 的
第１条 本学院は理学療法士及び作業療法士として必要な知識と技能を習得せしめ、

あわせて医療従事者としての人格形成に努めることを目的とする。
名称及び所在

第２条 本学院は『愛媛十全医療学院（以下「学院」という）』と称し、愛媛県東温
市南方５６１番地に設置する。

修業年限
第３条 学院の修業年限は次のとおりとする。

課 程 名 学 科 名 修業年限

理 学 療 法 学 科 ３ 年
医療専門課程

作 業 療 法 学 科 ３ 年

２．本学院の在学期間は、理学療法学科・作業療法学科とも６年以内とする。
定 員

第４条 学院の学生定員は次のとおりとする。
理学療法学科 各学年ごと４０名
作業療法学科 各学年ごと４０名

第 ２ 章 学年・学期・休業日

学年及び学期
第５条 学院の学年は４月１日に始まり、翌年３月３１日に終る。

２．学年を分けて次の２学期とする。
前学期(前期) ４月１日～９月３０日
後学期(後期) １０月１日～３月３１日

休業日
第６条 休業日は次のとおりとする。

（１）国民の祝祭日
（２）日曜日
（３）夏季休業日 ８月 １日から８月３１日まで
（４）冬季休業日 １２月２５日から翌年１月７日まで
（５）春季休業日 ３月２５日から４月７日まで
（６）その他学院長が臨時に定めた日

２．教育上必要があり、かつやむを得ない事情があるときは前項の規定にかか
わらず休業日に授業を行なうことがある。

第 ３ 章 教育課程及び履修方法

教育課程
第７条 学院の授業科目及び単位数・時間数は別表１及び２のとおりとする。

２．始業及び終業の時刻は午前９時から午後４時４０分までとする。
履修方法

第８条 学院の学生は別表１もしくは２の単位数・時間数のとおり授業科目を履修し
単位を修得しなければならない。



第 ４ 章 入学・退学・休学・転学

入 学
第９条 入学の時期は学年の始めとする。

入学資格
第10条 学院の入学資格は、学科ごとにそれぞれ下記の要件を満たす者とする。

理学療法学科
作業療法学科

１．学校教育法第９０条第１項の規定に該当する者。
２．心身とも健全で、かつ将来理学療法士及び作業療法士となるに適している者。
３．入学時に満１８歳以上３５歳未満の者。

入学志願手続
第11条 入学志願者は、所定の書式による入学願書に別に指定する書類と入学検定料

を添えて学院長が指定する期間内に願い出なければならない。

入学試験
第12条 学院の入学志願者に対してそれぞれ次の試験を行なう。

（１）推薦入学試験
（２）社会人推薦入学試験
（３）一般入学試験
（４）大卒者・社会人対象入学試験

入学手続
第13条 選考結果に基づき合格の通知を受けた者は、学院長が指定する期日までに保

証人２名連署の誓約書に入学金等納付金及び住民票を添えて学院長に提出しな
ければならない。

２．学院長は、前項の入学手続きを完了した者について入学を許可する。
保証人

第14条 前項の保証人は身元確実な者で独立の生計を営み在学中、学生の一身上に関
する一切の事柄につきその責任を負うことができる者でなければならない。

２．保証人が死亡したり又はその資格を失ったときは直ちに他の保証人を定め所
定の手続をしなければならない。

３．保証人が転籍、転居等の異動あるいは改印等の場合は、直ちにその旨届け出
なければならない。

変更届
第15条 学生は住所を変更し又は戸籍に異動を生じたときは、直ちに学院長に届け出

なければならない。

休学及び希望退学
第16条 学生が病気その他止むを得ない事由により休学又は退学しようとするときは、

その理由を詳記し、保証人と連署のうえ学院長に願い出てその許可を得なけれ
ばならない。

２．休学期間は通算して一年以内とし、在学期間には算入しないものとする。た
だし学院長が特別の事由があると認めるときは、さらに一年以内の期間に限っ
て休学を許可する事ができる。

３．休学理由が消滅したときは休学期間中であっても学院長の許可を受けて復学
することができる。



退 学
第17条 学院長は学生が次の各号の一に該当する場合は退学させる。

（１）素行が不良で改しゅんの見込がないと認められる者。
（２）学業成績が不良であって卒業の見込がないと認められる者。
（３）正当の理由なく度々欠席したり、正規の手続をしないで１ヶ月以上欠

席した者。
(４) 正当な理由なく所定の期間内に手続きを行わず、学費を納入しない場

合は退学(措置退学)とする。
（５）前各号の他、学院長において修業の継続が不可能もしくは困難と認め

た者。

転 学
第18条 学生が在学中他の学校その他の試験を受けようとするときは、その理由を記

して学院長に申し出て許可を得なければならない。

転入学
第19条 転入学を希望する者については、その学年に欠員があり、かつ教育計画及び

学科実習の速度が同程度或いはそれ以上の場合に限り学院長は許可することが
できる。

第 ５ 章 学業成績・進級・卒業

学業成績
第20条 学業成績は、学習状況・出席状況・試験（筆記、実技）及び実習成績などに

より評定する。
試 験

第21条 試験は定期試験・再試験・追試験その他とする。
２．定期試験は原則として毎学期末に行なう。試験成績が基準点に満たない科
目のある学生に対し再試験を行なうことができる。

３．学生が止むを得ない理由により受験できなかった場合追試験を行なうこと
ができる。

４．試験は１００点をもって満点とし６０点以上を基準点とする。

進 級
第22条 次の各号の一に該当する者は進級することができない。

（１）各学科目ごとの学習状況・出席状況・試験（筆記、実技）などによる
総合成績評価の結果不合格と判定された者。

（２）当該学年において３分の１以上欠席した者。
（３）前各号の他、学院長において進級することを不適当と認めた者。

単 位
第23条 各授業科目の単位数は、１単位の履修時間を教室内及び教室外を合わせて１

５ ～４５時間とし、授業方法に応じて、教育効果・授業時間に必要な学修等
を考慮し次の基準により規定する。
(１) 講義・演習 15時間～30時間を１単位
(２) 実験・実習・実技 30時間～45時間を１単位
(３) 臨床実習 40時間～45時間を１単位

２．その他単位修得に関する細則は別に定める。



成 績
第24条 別表１、２に掲げる授業科目を履修し、その試験に合格した者には所定の単

位を与える。
２．学業成績は、学習状況・試験(筆記・実技)及び実習成績などにより科目の
評定を行う。

３．成績表記はＡ～Ｄとする。

卒 業
第25条 理学療法学科にあっては別表１の全履修単位を修得し卒業試験に合格した者

に対して卒業を認定する。
２．作業療法学科にあっては別表２の全履修単位を修得し卒業試験に合格した者
に対して卒業を認定する。

３．前２項の規定により卒業を認定された者に対し卒業証書を授与する。

称号授与
第26条 理学療法学科の卒業者には専門士（医療専門課程理学療法学科）の称号を授

与する。
２.作業療法学科の卒業者には専門士（医療専門課程作業療法学科）の称号を授
与する。

第 ６ 章 賞 罰

表 彰
第27条 学院長は品行方正で学業成績優秀な者、その他特に善行があって他の模範と

なる者に対しては、これを表彰することができる。

懲 戒
第28条 学生の本分に反し、以下の行為をした者を懲戒とする。

(１) 刑法上の犯罪を犯した者。
(２) 重大な違法行為を行った者。
(３) 学内の秩序を著しく乱した者。
(４) その他学生の遵守すべき規則に対し、非違行為を行った者、又、再三の

指導にもかかわらず非法行為を繰り返す者。
２.懲戒は退学、停学、訓告とする。
３.懲戒に関する規程は別に定める。

第 ７ 章 健 康 管 理

健康診断
第29条 学院においては学生の健康保持のため定期健康診断を行なう。

第 ８ 章 教職員組織

教職員組織
第30条 学院に次の職員をおく。

学院長 １名
専任教員 理学療法学科 ６名以上

作業療法学科 ６名以上
講 師 若干名
事務職員 ４名以上
校 医 ３名



教職員の職務
第31条 学院長は院務を掌り、所属職員を指揮監督する。

2.専任教員・講師は学生の教育を掌る。
3.事務職員は事務を処理し、校医は健康診断を行うほか教職員及び学生の健康
指導を行う。

会議・委員会
第32条 本学院は円滑な運営・教育を図るため運営会議、その他委員会を設置する。

(１)学院運営会議
(２)教務科会議
(３)学科会議(理学療法・作業療法)
(４)入学試験委員会
(５)カリキュラム・ＦＤ検討委員会
(６)行事等計画委員会
(７)自己評価委員会
(８)学生自治委員会

第 ９ 章 学校評価

学校評価
第33条 本学院は、教育活動その他の学校運営の状況について、評価を行い公表する。

2.評価に関する細則は別に定める。

第１０章 入学金等納付金

入学金等納付金
第34条 学院の入学金・授業料、施設充実費、実験実習費、維持費(以下「授業料

等」という。)は別表３のとおりとする。
2.授業料等は所定の期日までに納入するものとする。ただし、特別の事情があ
ると学院が認める者については、分納、延納を認めることがある。

3.臨床実習費、保護者会費、学外活動費、国家試験旅費等は学院が別に定める
ところとする。

4.学期途中で休学または退学した者、除籍された者については、すでに納入さ
れた授業料等は返還しない。ただし、特別の事情があると学院が認める者に
ついては、期間に応じた授業料等の納付を求めることがある。

5.休学期間(前期・後期)の授業等の納付について、各期の最初から休学するこ
とになった場合は、授業料等を納める代わりに在籍料を納めることで教員指
導、施設使用(図書室・情報処理室等)、カウンセリングを利用できる。なお、
在籍料は別表４のとおりとする。

第１１章 聴 講 生

聴講生
第35条 １科目又は数教科の授業科目につき、聴講を希望するものがあるときは、希

望科目の学習能力があると認めた者に限り、学院長は聴講生として、これを許
可することがある。
聴講生に関する細則は別に定める。



第１２章 雑 則

委 任
第36条 この学則の実施に関し、必要な事項は学院長が理事長と協議のうえ別に定め

る。

附 則

この学則は昭和５４年４月４日より施行する。
昭和５６年４月１日改正施行
昭和６１年６月１日改正施行
昭和６３年７月１日改正施行
平成 元年４月１日改正施行
平成 ２年４月１日改正施行
平成 ２年７月１日改正施行
平成 ３年10月１日改正施行
平成 ４年４月１日改正施行
平成 ５年４月１日改正施行
平成 ７年３月１日改正施行
平成 ８年４月１日改正施行
平成１０年６月１日改正施行
平成１１年４月１日改正施行
平成１３年４月１日改正施行
平成１５年３月１日改正施行
平成１６年９月２１日改正施行
平成１８年４月１日改正施行
平成２４年４月１日改正施行
平成２８年４月１日改正施行
令和０２年４月１日改正施行
令和０４年４月１日改正施行
令和０５年４月１日改正施行


